
別紙１

計算書類に対する注記（社会福祉法人　平成福祉会）

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

　　　　・退職給付引当金－兵庫県民間社会福祉事業職員退職年金　事業主掛金累計計上。

　　　　・賞与引当金　　－上期賞与予定額（4/6）計上。

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

（1）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済

（2）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）

（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

（４）公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　　　当法人では、公益事業はしていない。

（５）収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　　　当法人では、収益事業を実施していない。

（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　ア　本部（社会福祉事業）

　　　　「本部」

　　イ　障害者支援施設シャイン（社会福祉事業）

　　　　「生活介護」

　　　　「施設入所支援」

　　　　「短期入所事業」

　　ウ　老人保健施設ハイム・ゾンネ（社会福祉事業）

　　　　「老人保健施設ハイム・ゾンネ」

　　　　「短期入所療養介護」

　　　　「通所リハビリテーション」

　　　　「介護予防短期入所療養介護」

　　　　「介護予防通所リハビリテーション」

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 166,333,683 0 0 166,333,683

建物 290,325,745 0 23,999,737 266,326,008

合計 456,659,428 0 23,999,737 432,659,691

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし



８．担保に供している資産

　該当なし

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)  

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 1,127,472,023 861,146,015 266,326,008

建物 3,290,116 3,290,115 1

構築物 1,207,500 849,827 357,673

機械及び装置 42,146,285 28,636,742 13,509,543

車両運搬具 9,496,295 9,496,289 6

器具及び備品 130,745,284 103,174,575 27,570,709

ソフトウエア 4,179,040 1,717,356 2,461,684

無形リース資産 4,674,340 233,717 4,440,623

合計 1,323,210,883 1,008,544,636 314,666,247

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

　該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

（１）本部（社会福祉事業）

　  ア　貸借対照表の組替え

　　　　会計基準移行年度期首現在における拠点区分ごとの期首貸借対照表における流動資産（棚卸資産（貯蔵品を除く））

　　　　から流動負債（賞与引当金を除く）を控除した金額　（＝前期末支払資金残高）

　　イ　棚卸資産に評価方法は、最終仕入原価法。

　　ウ　消費税非課税事業者は税込経理。

（２）障害者支援施設シャイン（社会福祉事業）

　　ア　貸借対照表の組替え

　　　　会計基準移行年度期首現在における拠点区分ごとの期首貸借対照表における流動資産（棚卸資産（貯蔵品を除く））

　　　　から流動負債（賞与引当金を除く）を控除した金額　（＝前期末支払資金残高）

　　イ　棚卸資産に評価方法は終仕入原価法。

　　ウ　消費税非課税事業者は税込経理。

（３）老人保健施設ハイム・ゾンネ（社会福祉事業）

　　ア　資本金の振替

　　　　老健準則にいう資本金を基本金1号に計上。

　　イ　資本剰余金の振替

　　　　老健準則にいう指定寄付金は基本金2号に計上。

　　ウ　利益剰余金の振替

　　　　老健準則にいう利益剰余金に該当末処分利益は前期繰越活動増減差額へ勘定科目の組み替えを行わなければならない。

　　エ　資金収支計算書における支払資金の残高の設定

　　　　老健準則では資金収支計算書が財務諸表の範囲に含まれていなかったため、介護老人保健施設については、会計基準移

　　　　行年度の期首における支払資金残高を資金収支計算書の「前期末支払資金残高」として計上しなければならない。

　　　　会計基準移行年度期首現在における拠点区分ごとの期首貸借対照表における流動資産（棚卸資産(貯蔵品を除く））から



　　　　　流動負債（賞与引当金を除く）を控除した金額　（＝前期末支払資金残高）。

　　オ　固定資産（無形リース資産）

　　　　リース総額が300万円以上

　　　　三井トラスト・パナソニックファイナンス㈱

　　　　　ほのぼのNEXTシステムソフトウエア　総額4,674,340円　月額82,830円（60回）

　　カ　棚卸資産に評価方法は、最終仕入原価法。

　　キ　消費税非課税事業者は税込経理。

　　ク　(独)福祉医療機構より長期運転借入金28,000,000円　月額280,000円（1回目償還日2028年5月10日〈121回〉）



別紙２

計算書類に対する注記（本部）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

　　　　・退職給付引当金－該当なし

　　　　・賞与引当金　　－該当なし

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

（１）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済

（２）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（１）本部拠点財務諸表（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

　　ア　本部

（３）拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 26,616,307 0 0 26,616,307

建物 1 0 0 1

合計 26,616,308 0 0 26,616,308

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

　該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)  

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 177,000 176,999 1

建物 3,290,116 3,290,115 1

構築物 1,207,500 849,827 357,673

器具及び備品 2,363,934 1,542,530 821,404

ソフトウエア 1,738,000 1,100,732 637,268

合計 8,776,550 6,960,203 1,816,347

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　該当なし



１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

(独）福祉医療機構より長期運転借入金28,000,000円　月額280,000円（1回目償還日2028年5月10日〈121回〉）



別紙２

計算書類に対する注記（障害者支援施設シャイン）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

　　　　・退職給付引当金－兵庫県民間社会福祉事業職員退職年金共済　事業主掛金累計額計上。

　　　　・賞与引当金　　－上期賞与予定額（4/6）計上。

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

（1）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済

（2）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（１）障害者支援施設シャイン計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

　　ア　生活介護

　　イ　施設入所支援

　　ウ　短期入所事業

　　エ　障害者支援施設シャイン

（３）拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 74,717,576 0 0 74,717,576

建物 184,495,750 0 12,083,029 172,412,721

合計 259,213,326 0 12,083,029 247,130,297

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

　該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)  

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 624,163,823 451,751,102 172,412,721

機械及び装置 42,146,285 28,636,742 13,509,543

車両運搬具 7,730,925 7,730,921 4

器具及び備品 61,911,914 51,428,049 10,483,865

ソフトウエア 1,684,980 92,554 1,592,426

合計 737,637,927 539,639,368 197,998,559

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高



（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記（老人保健施設　ハイム・ゾンネ）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

　　　　・退職給付引当金－兵庫県民間社会福祉事業職員退職年金共済　事業主掛金累計額計上。

　　　　・賞与引当金　　－上期賞与予定額（4/6）計上。

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

（1）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済

（2）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（１）老人保健施設ハイム・ゾンネ計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

　　ア　老人保健施設ハイムゾンネ

　　イ　短期入所療養介護

　　ウ　通所リハビリテーション

　　エ　介護予防短期入所療養介護

　　オ　介護予防通所リハビリテーション

　　カ　老人保健施設ハイム・ゾンネ

（３）拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 64,999,800 0 0 64,999,800

建物 105,829,994 0 11,916,708 93,913,286

合計 170,829,794 0 11,916,708 158,913,086

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

　該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)  

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 503,131,200 409,217,914 93,913,286

車両運搬具 1,765,370 1,765,368 2

器具及び備品 66,469,436 50,203,996 16,265,440

ソフトウエア 756,060 524,070 231,990

無形リース資産 4,674,340 233,717 4,440,623

合計 576,796,406 461,945,065 114,851,341



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

固定資産（無形リース資産）

　リース総額が300万円以上

　三井トラスト・パナソニックファイナンス㈱

　　ほのぼのNEXTシステムソフト　　総額4,674,340円　月額82,830円（60回）
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